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研究成果の概要（和文）：本研究は、本格的な少子高齢化社会、人口・世帯減少社会の到来を目前に控えたわが
国の現状を踏まえ、量的充足から質的充足へ、そして住宅ストック重視、市場重視等の政策転換が求められてい
る中で、中古住宅市場の活性化によるストックの有効活用、柔軟な居住地選択機会の提供による住み替えを促進
するために、中古住宅の価格を適正に評価できる地理的加重回帰モデルを構築し、地区別中古住宅価格の構成要
因を明らかにし、等価交換方式のみによる分譲マンションの建替えは極めて困難であると指摘した。

研究成果の概要（英文）：Based on the real situation of full-blown birthrate and aging society, 
policy change such as quantitative satisfaction, qualitative satisfaction, housing stock focus, 
market focus, etc. are required.Therefore, this study developed a geographically weighted regression
 model that can properly evaluate the price of second-hand houses in order to promote living change 
by effective use of stock by revitalizing second-hand housing market and providing flexible 
occupation selection opportunities. We also clarified the constituent factors of the second-hand 
house prices by district, and at the same time pointed out that it is very difficult to rebuild the 
condominium based only on the equivalent exchange method.

研究分野： 都市計画
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

住宅は国民の経済活動や社会生活の基盤で

あり、良質な住宅ストックの形成を図り、そ

の長期使用を促進することは重要な課題であ

る。しかしながら、住宅ストックに関する現

状を見ると、国民性等の違いから単純には比

較できないものの、わが国では、取り壊され

る住宅の平均築後経過年数は約 30 年と、イギ

リスの約 77 年、アメリカの約 55 年に比べる

と短い。また、わが国の住宅流通市場全体に

占める中古住宅の流通シェアは 13.1％と、イ

ギリス 88.8％、アメリカ 77.6％、フランス

66.4％に比べると格段に低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 中古住宅の流通量 

一方、我が国のマンションストック総数は

約 590 万戸にのぼり、そのうち旧耐震基準の

ものが約 106 万戸存在する。それらのマンシ

ョンについては、耐震性の不足 や老朽化、陳

腐化、設備への不満が叫ばれ、地域環境、居

住環境の改善のために建替えの必要が検討さ

れるものである。平成 14 年のマンション建

替え円滑化法の施行や、その改正など対策が

取られ、マンションストックの質的充足のた

め、建替えの促進が期待されるが、資金負担

の問題や、権利関係の複雑さから建替えの合

意形成に 至るまでに多大な労力を要し、建替

えがなかなか進まないのが現状である。 

全国における建替え事例は 222 事例であり、

またそれら建替え事例の多くは関東圏で 135

事例、近畿圏で 60 事例と多く報告されるも

のであるが、九州では 10 事例、福岡では 5事

例に留まる。老朽化したマンションの建替え

が円滑に進まなければ、不良ストックの発生

による社会問題化が進んで行くこととなる。 

また、国土交通省社会資本整備審議会より、

住宅ストック重視と市場重視の政策展開を重

点に置いた量的充足から質的充足への住宅政

策の枠組みが示された。要点となるのは、今

後の人口減少による空き住宅への対策と、多

様化が予想されるライススタイルへの対応で

ある。このような政策実現に際して、重要と

なってくるのは、中古住宅市場の活性化によ

るストックの有効活用、柔軟な居住地選択機

会の提供による住み替えの促進が挙げられる。 

さらに、市場重視・ストック重視の施策を

展開していく上では、住宅の質が適切に評価

され、適切な価格で安心して既存住宅が取引

できる流通市場の形成を図る必要がある。 

 

２．研究の目的 

本研究は、以上の背景を踏まえて、住宅性

能・居住環境・住宅面積等の居住水準に基づ

いた改良型地理的加重回帰モデルを用いて、

居住ニーズと住宅ストックのミスマッチをも

たらす要因を明らかにし、既存住宅の資産価

値を適正に評価した上、居住ニーズに応じた

住宅を柔軟に選択できる住宅市場の形成につ

ながる政策提言を行うことを目的としている。

具体的には、以下の３つのサブテーマを設定

する。 

Ⅰ．既存住宅価格を適切評価できる地理的加

重回帰モデルの改良 

 適切に維持管理された住宅が市場において

適正に評価され、円滑に流通することが、良

質な住宅の建設・購入や適切な維持管理の推

進にとって重要なインセンティブとなる。こ

こで、住宅価格の評価に着目して、空間的自

己相関の概念に基づき、住宅性能・居住環境・

住宅面積等の居住水準を取り入れた改良型地

理的加重回帰モデルを構築する。 

Ⅱ．価格形成要因に基づく居住ニーズと住宅

ストックのミスマッチの解明 

 次いで、モデルのパラメータを推定し、そ

の妥当性を検証しながら、地区ごとの住宅価

格形成要因を明らかにすることによって、住

宅性能、周辺環境などにおける居住ニーズと

住宅ストックの相違点を把握し、既存住宅に

対する潜在的な需要構造を解明する。 

Ⅲ．既存住宅市場の選好傾向と循環型住宅市

場形成への貢献 

市場において多様かつ豊富な住まいの選択

肢が存在し、個人の多様な価値観、ライフス

テージに適合し、住宅と居住者とをマッチン

グさせることは、住宅の長期使用を促進する

だけではなく、既存住宅流通市場全体の活性
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化を図る上からも重要である。ここで、市場

の選好傾向を明らかにし、今後の既存住宅流

通の活性化につながることを目指す。 

 

３．研究の方法 

 本研究は、上述の研究目的に基づき、大き

く以下のⅠ～Ⅲの大項目で構成される。具体

的には空間的自己相関の概念に基づいて、従

来の地理的加重回帰モデルを改良し、住宅情

報タウンズ及び都市計画基礎調査のデータを

用いて、モデルのパラメータの算出し、その

妥当性を検証した上で、既存住宅価格決定関

数の推定を行う。次いで、地区別の価格形成

要因を定量的に明らかにし、既存住宅市場の

選好傾向、潜在的な需要構造を解明し、循環

型住宅市場の形成につながる。 

Ⅰ．改良型地理的加重モデルによる既存住宅

価格構成関数の推定 

Ⅰ-1 既存住宅に関するデータベースの作成 

 右表の通り、まず住宅情報タウンズより住

宅価格、面積、築年数、設備などの情報、そ

して都市計画基礎調査より立地条件に関する

データをそれぞれ取得し、GIS（地理情報シス

テム）上でデータベースを作成し、加工する。

なお、研究対象都市は、九州地方 81 都市を予

定している。 

Ⅰ-2 立地的影響の有無の統計的検証 

 住宅価格の形成要因には立地的な要素が含

まれているが、地区や場所によってその要因

の影響度は異なる。ここで空間的自己相関の

概念に基づき、実在の既存住宅隣接立地状況

を表す隣接行列を用いて空間的自己相関を算

出し、立地的影響の有無を検証する。 

次いで最小二乗法による住宅価格関数の推定

を行って、住宅価格に影響する立地要因と住

宅属性（築年数、設備など）の影響度合いを

明らかにする。 

Ⅱ．地区別の価格形成要因と空間的分布状況

の分析 

Ⅱ-1改良型地理的加重回帰モデルの推定方法 

 地理的加重回帰モデルの要点は、重み行列

の作成にカーネル関数利用することである。

つまり、立地環境の影響に関する重み関数の

設定は線形関数でも可能であるが、地域間の

滑らかな影響変化を捉えるためにカーネル関

数などを利用することが妥当であると考えて

いる。 

Ⅱ-2 住宅価格構成における地域的要因分析 

 局所的な住宅価格形成要因の決定係数を推

定し、それぞれの有意性の検定を行う。まず

住宅属性（面積、築年数、設備（システムキ

ッチン、床暖房など）等）の関数の有効性を

検証し、次いで立地環境の影響分布を明らか

にする。さらに、地区ごとの影響要因を分析

し、立地要因と属性要因は、どのように価格

に影響し、重視されているかを明らかにする。 

Ⅲ．既存住宅市場の選好傾向及び潜在的構造

の分析 

Ⅲ-1 地区別潜在的な需要構造の分析 

 住宅に限らず、一般的に需要の高い地域は

価格も高くなる傾向はあることに加えて、既

存住宅は、地区のイメージや周辺住宅の価格

に大きく影響されており、供給側と需要側と

のミスマッチの発生は否めない。ここで、地

理的加重回帰モデルの推計で得られたパラメ

ータを元に、全変数を備えた物件が各地区に

存在すると仮定し、各地区固有の値を挿入す

ることによって、既存住宅の需要構造、選好

傾向など、つまり地区ごとの潜在的な需要構

造を明らかにする。 

Ⅲ-2 既存住宅の循環市場の形成に関わる住

宅政策の検討 

現段階で想定できる展開としては、本研究

の成果をもって、各分野の専門家（例えば、

行政、不動産、経済など）と協議・検討し、

今後わが国の住宅政策の決定への提言を目指

す。また、民間関連企業との共同研究を実施

しながら、既存住宅価格の評価基準を共有し、

流通の促進を図る。 

 

４．研究成果 

4.1 地理的加重回帰モデルの改良 

改良型地理的加重モデルによる既存住宅価

格構成関数の推定を行った。 具体的には、ま

ずは住宅情報タウンズより住宅価格、面積、

築年数、設備などの情報、そして都市計画基

礎調査より立地条件に関する データをそれ

ぞれ取得し、GIS(地理情報システム)上でデー

タベースを作成し、加工した。なお、研究対

象都市は、福岡市である。住宅価格の形成要

因には立地的な要素が含まれているが、地区

や場所によってその要因の影響度は異なる。

ここで空間的自己相関の 概念に基づき、実在

の既存住宅隣接立地状況を表す隣接行列を用

いて空間的自己相関を算出し、立地的影響の

有無を検証し、次いで最小二乗法による住宅



価格関数の推定を行って、住宅価格に影響す

る立地要因と住宅属性(築年数、設備など)の

影響度合いを明らかにした。 

 

4.2 改良型地理的加重回帰の推定方法 

地理的加重回帰モデルの要点は、重み行列

の作成にカーネル関数利用することである。

つまり、立地環境の影響に関する重み関数の 

設定は線形関数でも可能であるが、地域間の

滑らかな影響変化を捉えるためにカーネル関

数などを利用し、その妥当性を示した。 

 

4.3 住宅価格構成における地域的な要因分析   

局所的な住宅価格形成要因の決定係数を推

定し、それぞれの有意性の検定を行った。ま

ず住宅属性(面積、築年数、設備(システム キ

ッチン、床暖房など)等)の関数の有効性を検

証し、次いで立地環境の影響分布を明らかに

し、さらに地区ごとの影響要因を分析 し、立

地要因と属性要因は、どのように価格に影響

し、重視されているかを明らかにした。 

 

4.4 地区別潜在的な需要構造の分析 

住宅に限らず、一般的に需要の高い地域は

価格も高くなる傾向はあることに加えて、既

存住宅は、地区のイメージや周辺住宅の価 格

に大きく影響されており、供給側と需要側と

のミスマッチの発生は否めない。ここで、地

理的加重回帰モデルの推計で得られたパラメ

ータを元に、全変数を備えた物件が各地区に

存在すると仮定し、各地区固有の値を挿入す

ることによって、既存住宅の需要構造、選 好

傾向など、つまり地区ごとの潜在的な需要構

造を明らかにするために、地方都市を事例と

して分析をおこなった。また、本研究の成果

をもって、各分野の専門家(例えば、行政、不

動産、経済など)と協議・検討し、今後わが国

の住宅政策の決定への提言を目指すために、

情報の収集・整理を行った。 

 

4.5 分譲マンション建替えについての検討 

マンションの建替えが実現するかについて

は資金負担の有無が大きな影響を及ぼす。本

研究では福岡市の分譲マンションについて、

その情報を把握し、建替えの際に資金負担を

軽減する方法の一つである等価交換方式とい

う敷地持分に応じてそれと同価値の床面積

(還元床)を取得する方法に基づき、還元床の

面積の、建替え前の専有面積に対する比であ

る還元率を算出する。加えて建替え可能性の

将来予測を行うことで福岡市内における分譲

マン ションの今後の建替えの可能性と方向

性を検討した。その結果、東京都の建替え実

現事例との比較から福岡市におけるマンショ

ンの建替えの相対的な難易度の高さと、建設

単価と地価の将来予測値から算出された将来

の還元率の低下傾向から、早期の建替えの検

討の必要性が明らかになった。また福岡市に

おいて等価交換方式のみによった建替えは困

難を極め、今後資金負担軽減のための福岡市

独自の方策の検討が必要であると指摘した。 
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